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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

事　業　名 ボランティア活動支援事業

04 05 05

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 3-06、5-02 部・課 健康福祉部　地域福祉課

実施方法
国庫･
県単

県が県社会福祉協議会へ補助金を交付し実施

実施期間 Ｓ57 根拠法令等

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

・公的なサービスだけでは対応できない制度の狭間にある問題や、災害時における問題を、ボランティア活動を通じて解決が
図られる福祉社会が形成されるよう、市町村ボランティアセンター及び様々なボランティア活動団体の支援を行う。

対　象 県社会福祉協議会が行うボランティア活動推進事業に対して補助する。

目指すべき姿

・ボランティア活動への参加気運の醸成により、県内ボランティア登録数の増加を図る。
・県民に対しボランティア活動に接する機会を提供し、ボランティア活動に取り組むきっかけとする。
・ボランティア団体に対するネットワーク会議を開催し、相互のネットワーク化を図る。

事業内容

・将来的にボランティア活動リーダーとなり得る者の養成（補助率 【国】1/2、【県】1/2）
・ボランティア活動団体等のネットワーク化を支援（補助率 【国】1/2、【県】１/２  一部【国】10/10）
・ボランティアコーディネーターの養成（補助率 【国】1/2、【県】1/2）
・災害ボランティアセンター及び福祉避難所立上げ訓練の実施（　同上　）
・災害ボランティアと関係団体の連絡会議の実施（　同上　）

28,593

千円

23年度 24年度（当初）

19,269 19,775

33,239

18,217

―

千円

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 0.10

千円

0.10 0.10

23年度事業費の主な内訳

千円 32,529 30,753 ・補助金（県社会福祉協議会）:32,529千円

千円 27,761 30,975

832 826 826

31,801 31,579

1,300

23年度

1,259

24年度（見込）

人

24,195 23,011円

1,016

100

25,625

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

ボランティア登録者数(成)

ボランティアコーディネーター
養成事業延参加者数(活)

人

人 216,649

ボランティア活動リーダー
養成事業延参加者(活)

特記事項

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価

⑤
事
業
の
課
題

事業ニーズの変化

区　分

県の関与を見直す
余地

判
定
の
説
明

・県内のボランティア登録数は211,710人（H23.10.1現在)となっており、前
年度を若干下回った。
・ボランティアコーディネーター養成研修等各種個人向け研修会・体験講
座の参加者数は2,577人であった。
・ほぼ例年通りであることから「期待どおり」であった。

・東日本大震災から1年がたち、被災地あるいは県内に避難している人への継続的な支援が求められている。
・ボランティア団体相互が連携して活動できる体制づくりが今後必要である。

□　余地あり

事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　余地あり□　余地なし

判　定　・　説　明

□　余地なし ■　当面余地なし

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・東日本大震災の発生により、災害ボランティアの需要は高まっ
ている。
・県と県社協の関係は両輪体制であり、ともに事業を進めていく
必要がある。

b
期待どおり

■　横ばい □　減少□　増加

■　当面余地なし

・県内のボランティア登録数を前年度並みに確保する。
（H22: 216,649人）
・各種個人向け研修会・体験講座を開催し、前年度並み
の延べ参加者数を得る。（H22:2,908人）
・各種ボランティア団体ネットワーク会議を開催し、前年度
並みの延参加者数を得る。（H22:335人）

内　線

E-mail

担
当
課

・有償在宅福祉サービスネットワーク化事業延参加者：296
人
・災害救援ボランティア推進事業延参加者：604人
・災害時要援護者避難力育成支援事業延参加者数：283人

(効率指標　算出式）
概算事業費/養成事業参加者数

2329

chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

左記以外のH23年度実績

（国）セーフティネット支援対策等事業費補助金交付要綱
（県）社会福祉活動振興事業補助金交付要綱、（県）子育て支援対策臨時特例交付金交付要綱

国庫補助事業・
県単独事業

211,710

評価区分

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
養成事業参加者一人あたり経費

220,000

150120


